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【組織体制】
・役員構成

県、市町、農業団体、農業者の代表者
など理事12名、監事2名

・事務局構成
専務理事（1名）
総務就農支援部（6名︓総務、就農、園芸）
農地集積推進部（17名︓中間管理、農地売買

特定鉱害）

（佐賀県農業公社 専務理事ほか職員23名）

第13号

佐賀県農業公社だより 2026年7月発行

この度、５月29日付けで、佐賀県農業公社の理事長に
就任しました佐賀県農林水産部長の井手宣拓です。

担い手の高齢化や減少が大きな課題となる中、県下全市町３４３地区で策定されました
「地域計画」のブラッシュアップを図るため、「『地域計画』の充実・実現に係る佐賀県取
組方針」を踏まえ、令和８年度は特に、「農地集約の加速化」、「企業参入の加速化」を重
点取り組み事項として強力に推進することとしています。そのため農地集約イメージマップ
の作成推進や「農地集約加速化実証事業」といった関連予算も充実したところです。
このような中、農業公社では、昭和４６年の設立以来、５5年にわたり、佐賀県内の担い

手への農地売買や農地中間管理事業による農地貸借の契約・賃料の支払いをお手伝いする
「農地の売買・賃借の窓口」として市町、農業委員会、農協ほか関係者と連携し、農家の皆
さんの経営発展の支援をしてまいりました。
特に、農地中間管理事業については、令和8年度からすべての市町で業務委託を引き受け

ていただくこととなり、県下統一した仕組みで農地中間管理事業を運用していくこととなり
ました。農地集積・集約化の新しい推進体制「元年」と位置付け、市町、JA、県、土地改
良連合会など関係者の皆さんとしっかりと連携し、農地中間管理事業、農地売買等特例事業
をはじめ、園芸団地整備事業などに取り組み、「地域計画の充実・実現」を支援してまいり
ます。
7月6日（月）からは、佐賀県農業会議とともに小城市芦刈町の小城市芦刈保健福祉セン

ター「ひまわり」に事務所を移転し、装いも新たに業務をスタートすることとしております。
新しい事務所で気持ちも新たに、農家の皆さま、関係機関団体の皆様にとって役に立ち、

佐賀県農業振興の一翼を担う組織として、各種事業の推進に尽力してまいります。

公益社団法人 佐賀県農業公社
理事長 井 手 宣 拓

新理事長あいさつ



第16回定時社員総会開催

佐賀県農業公社 令和７年度 事業実績特集
〇令和７年度事業実績の総括について

今年度も早いもので３か月が過ぎたところですが、昨年度は、当公社の業務のうち相当
部分を占めております「農地中間管理事業」と「農地売買等特例事業」が農業経営基盤強
化促進法の改正を受けて、市町相対の貸借・売買事業との統合一本化となっての初めての
年となったところで、この２つの事業につきましては、中間管理事業が前年の約4.5倍、
売買特例事業が前年の約1.4倍となり、事務処理の多さに追われて非常に忙しく感じると
ともに、一方では地域計画の実現に向けて大きな手応えを感じた１年になったところで
す。特に中間管理事業については、各市町・農業委員会事務局のこれまで以上の協力・ご
理解を賜り、今年度からはさらに、強力な連携体制を構築させていただき厚くお礼申し上
げます。農業の担い手の急速な減少が見込まれる中ですが、県をはじめ、市町・農業委員
会、ＪＡ、土地改良団体等と一緒になって、農地の集積・集約をしっかりと進めていき
たいと考えておりますのでよろしくお願いします。
また、園芸団地整備・運営事業や就農支援分野では、武雄市、嬉野市の２地区で1名ず

つのトレーニングファーム修了生へのきゅうりの栽培施設のリースをするとともに、新
規就農希望者を対象とした延べ78名への就農相談活動に取り組んだところです。
それ以外の公社の主な取組としては、武雄市における坑道跡の浅所陥没復旧１件(R8へ

繰越)や、公社が現在入居している佐賀総合庁舎の敷地に佐賀県立大学が整備されること
に伴い公社は移転することになっており、移転先の小城市健康福祉センターひまわりの
改修工事にも取り組んだところです。
昨年度は公社に取りましていろいろな意味で節目の年となりましたが、

今年度もこれまで以上に公社事業にご協力を賜りますようお願い申し上げます。

農地集積推進部長 松永 章
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佐賀県農業公社では、一定の出捐金をいた
だいた県、市町、ＪＡなどからなる「社員」
を招集し、「第16回定時社員総会」を5月29
日(金)に佐賀総合庁舎にて開催いたしました。
島内理事長からは農業を取り巻く環境は厳

しさを増すが、県では、「地域計画」の充
実・実現に向け取り組みを強化する中で、農
業公社も市町、関係機関団体と連携し、農地
中間管理事業、売買、園芸団地整備・運営事
業を推進していることを報告、総会では7年
度事業報告や8年度計画等の審議等が行われ
ました。



農地中間管理事業により、令和7年４月〜令和8年３月に農業公社が借り受けた面積は3,524ha、
同期間に貸し付けた面積は3,552ha（利用権の始期ベース）となっており、農地の貸付面積は
計画対比117％となりました。令和7年度は、法改正によって貸借が一本化されたことから、令
和6年度と比較すると約4.5倍の実績となりました。

１ 農地中間管理事業

貸付農地借受農地
区 分

面積(ha)受け手(経営体)面積(ha)出し手(経営体)

3,0302,1003,0004,200計画

3,5521,9953,5245,535実績

117%95%117%132%到達率

公社管理農地
区分

面積(ha)
人数

(経営体)

1250計画

5.527実績

＜公社管理の内容は︖ ＞
公社管理農地は、園芸団地

農地（嬉野市3.9ha、武雄市
0.6ha、白石町1.0ha）です。

□ 農地中間管理事業の市町毎の活用状況について（令和8年３月末現在）

【令和7年度実績】

＜借受面積と貸付面積の差は︖ ＞
借受面積3,524haと貸付面積3,552haの差は、過年度に農業公社が借受け
て転貸していた農地が、借受者の変更などにより、延べ貸付面積が増加した
ことによるものです。

令和7年度末の耕地面積における農地中間管理事業のストック面積の比率を比較すると市町に
よって差があります。神埼市、大町町、江北町、白石町が4割を超える活用となっています。
中山間地域など条件不立地や樹園・茶園が多い
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法改正により市町相対売買が廃止となり公社一本化となった初年度は、県の「農業経営基盤
の強化の促進に関する基本方針」に則して、担い手の規模拡大や農用地等の集団化を促進する
ため、関係機関・団体と連携して取組みを実施しました。
その結果、実績は前年度を大きく上回りました（買入で1.4〜1.5倍）。事業別では、買入は

国庫補助事業及び県単補助事業はほぼ計画を上回ったもの、公社単独事業は大きく下回りまし
た。売渡は国庫補助事業は計画を上回ったものの、県単補助事業及び公社単独事業は下回りま
した。
なお、担い手支援資金の資金不足に伴い、国庫事業の26件、11.7ha、79,276千円が県単事

業の取扱いとなりました。

□農地売買特例事業の事業区分ごとの実績 令和８年３月末現在

２ 農地売買等特例事業 【令和7年度実績】

売 渡買 入
区 分

価格(千円)面積(ha)件数（件）価格(千円)面積(ha)件数（件）

398,000 57.0 145420,000 60.0 150計画
国庫補助

事業 449,873 71.8 137449,873 71.8 153実績
113%126%94%107%120%102%達成率

112,000 16.0 40112,000 16.0 40計画
県単補助

事業 86,293 13.0 36115,285 17.4 45実績
77%81%90%103%109%113%達成率

56,000 8.0 2056,000 8.0 20計画
公社単独

事業 3,736 0.6 26,118 0.9 3実績
7%8%10%11%11%15%達成率

566,000 81.0 205 588,000 84.0 210計画
７年度計 539,902 85.3 175 571,276 90.1 201実績

95%105%85%97%107%96%達成率

415,741 68.4 139 403,026 65.1 137実績（参考）
６年度計 130%125%126%142%138%147%７年／６年

【売渡（購入）者の詳細】

公単適格
農業者

5年以内の
認定農業者

法人の中心
構成員

認定新規
就農者認定農業者

売渡者の資格要件（件）
241610143

アグリステッ
プアップ資金

経営体育成
強化資金

農業経営基
盤強化資金自己資金

売渡者の購入資金（件）
3222139



③ 推進活動
市町やJA等と連携して、園芸団地の取組を推進するとともに、地域の関係者による園芸団地

構想策定の検討の場に参画し、助言や支援に取り組んでいます。

② 施設整備
公社の農地中間保有等の機能を活かした、リース方式による園芸団地の整備事業を実施してい

ます。令和８年度は、白石町園芸団地において、県の補助事業を活用して、園芸ハウスの整備に
取り組んでいます。

①施設管理
白石町園芸団地、武雄市園芸団地、嬉野市園芸団地において、これまでに整備し、

リースした園芸ハウスや育苗施設 18棟 37,820.4㎡について、利用状況の把握や
リース料の徴収など、適正な管理に取り組んでいます。

佐賀県農業公社だより 2026年7月発行

３ 園芸団地整備・運営事業

事業内容受益農家品目地区園芸団地

AP連棟ハウス ２棟 2,106㎡新規1名いちご新開白石町

リース施設貸付者品目園芸団地

低コスト耐候性ハウス 4棟 4,992㎡
軽量鉄骨ハウス 1棟 1,224㎡
APパイプハウス 3棟 4,740㎡
育苗施設 3棟 948㎡

新規 4名
規模拡大 2名いちご白石町

低コスト耐候性ハウス ６棟 23,482.8㎡新規 5名
規模拡大 1名きゅうり武雄市

低コスト耐候性ハウス 1棟 2,433.6㎡新規 1名きゅうり嬉野市

18棟 37,820.4㎡新規 10名
規模拡大 3名－計

武雄市園芸団地（朝日）白石町園芸団地（新開） 嬉野市園芸団地（谷）

【令和7年度実績】



〇就農相談活動
佐賀県内で就農を目指す方々から、就農にまつわる相談をお受けしました。
相談者数は78人と昨年度（64人）を若干上回りました。

〇就農支援情報の発信
就農相談者のためのガイドブック「さが版 就農ガイド」

の内容を分かりやすく一新しました。また、当社ホームペー
ジ、各種SNSに県内各地区で開催される「就農セミナー」情
報、就農準備のための「トレーニングファーム」の研修生募
集情報などを配信しました。

４ 就農支援事業 【令和７年度実績】

大阪（新農業人フェア）での就農相談（R6.10）
福岡（農林水産FEST）での就農
相談（R8.２）

５ 特定鉱害復旧事業

採炭跡又は坑道跡の崩壊に起因する深さ５０ｍ以内の浅所陥没等の迅速かつ適正な復
旧を行うため九州経済産業局及び県の指導のもと、県現地機関・市町等との緊密な連携
により次の取組みを実施した。
結果、武雄市・多久市・伊万里市・唐津市から鉱害復旧事業の対象となるかの問合せ

が５件あり、九州経済経済産業局に確認を依頼した。このうち、特定鉱害の確認を受け
た武雄市の浅所陥没の復旧工事に着手したが、繰越したため工事費の支払を令和８年度
に行うこととした。

【令和７年度実績】

相談件
数イベントなど開催時期設置場所

40対面、オンライン、
電話等常設農業公社内

インターネット
県

内
3社会人のための

新規就農講座9月農業大学校

1林業就業相談会10月佐賀市内

４農と食ふれあいまつり11月農業試験研究
センター

13就農応援フェアinさが１月佐賀市内

7新・農業人フェア９月
11月東 京

県

外
3新・農業人フェア11月大 阪

7農林水産FEST10月
2月福 岡

78合 計
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最近の農業公社の動き

○令和８年度佐賀県農業公社第１回理事会【５月15日（金）佐賀総合庁舎】
令和７年度業務実績の検討を主な議題とした理事会を開催しました。

〇佐賀県農業公社第16回定時社員総会【５月29日（金）佐賀総合庁舎】
佐賀県農業公社では、一定の出捐金をいただいた県、市町、ＪＡなどからなる「社

員」を招集し、「第16回定時社員総会」を開催いたしました。

〇農地中間管理事業担当者会議【５月19日（火） 佐賀市内】
市町、市町農業委員会、県現地機関、ＪＡなどの参集により、農地中間管理事業の

事務手続きなど円滑な業務推進、市町地域計画の実現に向けた合意形成を図りました。

〇第1回農地売買等特例事業研修会【６月20日（月）佐賀総合庁舎】
市町農業委員会農地売買担当者など31人の参集により、農地売買特例事業の概要、

書類作成上の留意点、融資資金の種類等について熱心に研修をしていただきました。

〇佐賀県農業公社事務所移転【7月６日（月）小城市芦刈町】
芦刈保健福祉センター「ひまわり」施設内へ農業公社の事務所が移転します。

○佐賀県農業公社・佐賀県農業会議の新事務所開所式【7月９日（木）小城市芦刈町】
事務所の開所式が小城市芦刈保健福祉センター「ひまわり」で開催されます。

〇令和８年度中間管理機構地方ブロック会議【７月29〜30日 鹿児島県】
鹿児島県で九州・沖縄ブロック連絡会議が開催されます。

〇農地中間管理事業新システム導入予定【8月公社先行実施】
令和8年度の新システム導入に向けてデータ移行などの作業をムーブ社と実施してい

ます。まずは8月に公社内で先行して利用し、令和9年1月に市町・JA向けにシステム
を公開できるように作業を進めています。

〇新・農業人フェアｉｎ大阪【９月13日（日）グランキューブ大阪】
〇新・農業人フェアｉｎ東京【９月23日（水・祝日）東京国際フォーラム】
就農相談会が大阪、東京で開催され、農業公社も出展を予定しています。
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事務所移転のお知らせ

新事務所での業務開始
令和８年７月6日（月）

新事務所での
業務開始日

公益社団法人
佐賀県農業公社

【新事務所住所】
〒849-0314 佐賀県小城市芦󠄀刈町三王崎1522番地

【佐賀県農地中間管理機構】

0952-20-1590
※移転後も電話番号は変更ありません

農業公社及び農業会議は、下記の
とおり移転することとなりました。

芦󠄀刈保健福祉セン
ター「ひまわり」

施設内です

新事務所での業務開始
令和８年７月８日（水）

一般社団法人
佐賀県農業会議

0952-20-1810
※移転後も電話番号は変更ありません


